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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の目的 

平成 30年度から平成 32年度を実施期間とする「久留米市第 7期高齢者福祉計画及び介護保険

事業計画」策定の基礎資料とすることを目的として、市内の介護保険事業所に対し、事業所の運

営状況やサービス提供状況についてアンケート調査を実施しました。 

 

２ 調査対象 

久留米市内の介護保険事業所 

 

３ 調査期間 

平成 29年 2月 20日から平成 29年 3月 7日 

 

４ 調査方法 

郵送による配布・回収 

 

５ 回収状況 

 配 布 数 有効回答数 有効回答率 

在宅サービス 347 287 82.7％ 

施設・居住系サービス 189 105 55.6％ 

居宅介護支援事業所 106 85 80.2％ 

 

６ 調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点

以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方

になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純集計

（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、複数項目の組

み合わせで分類した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表やグラフを作成する

ことにより、その相互の関係を明らかにするための集計方法です。 

・調査結果を図表にて表示していますが、グラフ以外の表は、最も高い割合のものを  で網

かけをしています。（無回答を除く） 
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Ⅱ 調査結果の概要 

１ 事業所の運営状況について 

（１）事業の採算 

平成 27 年度の事業の採算について、在宅サービスでは、「赤字」の割合が 42.5％（平成 24

年度 36.5％）と前回調査に比べ高くなっており、「黒字」の割合が 26.8％(平成 24年度 32.4％)

となっています。施設・居住系サービスでは、「黒字」の割合が 32.4％（平成 24年度 62.7％）

と前回調査に比べ大きく減少しており、「赤字」の割合が 31.4％（平成 24 年度 10.8％）とな

っています。居宅介護支援事業所では、「赤字」の割合が 60.0％（平成 24 年度 57.5％）と前

回調査と同様に高くなっており、「黒字」の割合が 11.8％（平成 24 年度 13.8％）となってい

ます。  

 

【平成 28年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 25年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黒字 赤字 損益なし その他 無回答

N =

287 26.8 42.5 16.7 4.2 9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅サービス

N =

105 32.4 31.4 25.7 3.8 6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・居住系サービス

N =

85 11.8 60.0 16.5 3.5 8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護支援事業所

N =

296 32.4 36.5 17.9 4.7 8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅サービス

施設・居住系サービス

N =

102 62.7 10.8 9.8 5.9 10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護支援事業所

N =

80 13.8 57.5 18.8 3.8 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%



3 

 

 

 

（２）報酬改定の経営上の影響 

報酬改定の経営上の影響について、在宅サービスでは、「マイナスの影響があった」の割合

が 58.2％、「影響はない」の割合が 22.0％となっています。また、施設・居住系サービスでは、

「マイナスの影響があった」の割合が 68.6％、「影響はない」の割合が 19.0％となっています。

さらに、居宅介護支援事業所では、「影響はない」の割合が 43.5％となっており、次いで「マ

イナスの影響があった」の割合が 40.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N =

287 22.0 3.1 58.2 9.4 7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

影響はない プラスの影響があった マイナスの影響があった

その他 無回答

N =

105 19.0 1.0 68.6 4.8 6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

85 43.5 3.5 40.0 7.1 5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅サービス

施設・居住系サービス

居宅介護支援事業所
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（３）報酬改定のサービス提供への影響 

報酬改定のサービス提供への影響について、在宅サービスでは、「事務手続きなどが煩雑に

なった」の割合が 41.1％と最も高く、次いで「会議や研修に費やす時間が増えた」の割合が

33.1％となっています。施設・居住系サービスについても、「事務手続きなどが煩雑になった」

の割合が 42.9％と最も高く、次いで「会議や研修に費やす時間が増えた」の割合が 37.1％と

なっています。また、居宅介護支援事業所では「会議や研修に費やす時間が増えた」の割合が

49.4％と最も高く、次いで「事務手続きなどが煩雑になった」の割合が 41.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居
宅
介
護
支
援
事
業
所

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス

N = 287

利用者がサービス利用を控える
ようになった

会議や研修に費やす時間が増
えた

事務手続きなどが煩雑になった

その他

いずれもなし

無回答

15.3

33.1

41.1

9.4

27.2

8.0

0 10 20 30 40 50

N = 105

会議や研修に費やす時間が増
えた

事務手続きなどが煩雑になった

その他

いずれもなし

無回答

37.1

42.9

4.8

24.8

10.5

0 10 20 30 40 50

N = 85

利用者がサービス利用を控える
ようになった

会議や研修に費やす時間が増
えた

事務手続きなどが煩雑になった

その他

いずれもなし

無回答

16.5

49.4

41.2

8.2

27.1

2.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

在
宅
サ
ー
ビ
ス
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（４）運営上の課題 

運営上の課題について、在宅サービスでは、「マンパワーが不足している」の割合が 56.8％

と最も高く、次いで「介護報酬が低すぎる」の割合が 54.7％となっています。また、施設・居

住系サービスでは、「マンパワーが不足している」の割合が 85.7％と最も高く、次いで「介護

報酬が低すぎる」の割合が 77.1％となっており、特に、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、

介護療養型医療施設では、回答した全ての施設で「マンパワーが不足している」と回答してい

ます。なお、居宅介護支援事業所では、「介護報酬が低すぎる」の割合が 55.3％と最も高く、

次いで「制度が複雑すぎる」の割合が 51.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サービス別回答状況（在宅サービス）】 

単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

介
護
報
酬
が
低
す
ぎ
る 

マ
ン
パ
ワ
ー
が
不
足
し
て 

い
る 

規
制
が
多
い 

制
度
が
複
雑
す
ぎ
る 

経
費
が
か
か
り
す
ぎ
る 

利
用
が
低
調
で
あ
る 

競
合
事
業
所
が
多
い 

そ
の
他 

特
に
な
し 

無
回
答 

訪問介護 64  68.8  64.1  31.3  34.4  15.6  18.8  25.0  3.1  1.6  3.1  

訪問入浴介護 3  33.3  100.0  － － － － － 33.3  － － 

訪問看護 27  25.9  37.0  7.4  18.5  3.7  25.9  25.9  7.4  3.7  14.8  

訪問リハビリテーション 1  － 100.0  － － － － － － － － 

福祉用具貸与 15  20.0  40.0  20.0  6.7  13.3  6.7  60.0  6.7  － 6.7  

福祉用具販売 11  9.1  27.3  18.2  9.1  9.1  9.1  54.5  9.1  － 18.2  

通所介護 49  71.4  67.3  38.8  46.9  20.4  32.7  63.3  － － 4.1  

通所リハビリテ－ション 26  61.5  61.5  15.4  26.9  23.1  26.9  30.8  － － 3.8  

小規模多機能型居宅介護 25  52.0  76.0  20.0  28.0  8.0  16.0  28.0  12.0  4.0  4.0  

認知症対応型通所介護 9  55.6  33.3  33.3  11.1  11.1  33.3  33.3  11.1  － － 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

5  － 60.0  20.0  － － 40.0  － － － 20.0  

複合型サービス 7  28.6  57.1  28.6  57.1  14.3  28.6  14.3  － － 14.3  

地域密着型通所介護 34  67.6  50.0  44.1  50.0  29.4  26.5  35.3  11.8  － － 

 

在
宅
サ
ー
ビ
ス

N = 287

介護報酬が低すぎる

マンパワーが不足している

規制が多い

制度が複雑すぎる

経費がかかりすぎる

利用が低調である

競合事業所が多い

その他

特になし

無回答

54.7

56.8

27.2

32.8

16.0

22.6

36.6

5.6

1.0

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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【サービス別回答状況（施設・居住系サービス）】 

単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

介
護
報
酬
が
低
す
ぎ
る 

マ
ン
パ
ワ
ー
が
不
足
し

て
い
る 

規
制
が
多
い 

制
度
が
複
雑
す
ぎ
る 

経
費
が
か
か
り
す
ぎ
る 

利
用
が
低
調
で
あ
る 

競
合
事
業
所
が
多
い 

そ
の
他 

特
に
な
し 

無
回
答 

短期入所生活介護 22  77.3  86.4  27.3  27.3  27.3  13.6  31.8  － － 4.5  

短期入所療養介護 9  55.6  77.8  11.1  22.2  22.2  22.2  33.3  11.1  － － 

特定施設入所者生活
介護 

8  50.0  75.0  12.5  － 37.5  12.5  37.5  － － － 

認知症対応型共同生
活介護 

37  86.5  81.1  27.0  37.8  35.1  2.7  18.9  － 2.7  2.7  

介護老人福祉施設 5  80.0  100.0  40.0  40.0  20.0  － 40.0  － － － 

介護老人保健施設 5  80.0  100.0  20.0  20.0  40.0  20.0  20.0  － － － 

介護療養型医療施設 3  66.7  100.0  － － 33.3  66.7  33.3  － － － 

地域密着型介護老人
福祉施設 

11  72.7  90.9  9.1  27.3  36.4  9.1  27.3  － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 105

介護報酬が低すぎる

マンパワーが不足している

規制が多い

制度が複雑すぎる

経費がかかりすぎる

利用が低調である

競合事業所が多い

その他

特になし

無回答

77.1

85.7

21.0

27.6

30.5

10.5

25.7

1.0

1.0

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス

N = 85

介護報酬が低すぎる

マンパワーが不足している

規制が多い

制度が複雑すぎる

経費がかかりすぎる

利用が低調である

競合事業所が多い

その他

特になし

無回答

55.3

20.0

43.5

51.8

15.3

15.3

25.9

9.4

5.9

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
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Ʀ ǒȐ ǏǭǖȒ ǵȅǯȈ ˗ ǵ ᵣ  

・在宅サービス、施設・居住系サービス、居宅介護支援事業所の各サービス調査について、事業の採

算が厳しいとの回答が多くなっています。在宅サービス、居宅介護支援事業所で赤字の事業所が増

加し、前回調査では約 6割が黒字と回答した施設・居住系サービスについても、今回調査では、黒

字の割合が約 3割と大きく減少しています。 

・平成 26 年度から現在までの報酬改定による経営上の影響は、在宅サービスと施設・居住系サービ

スで“マイナス”の割合が最も高く、居宅介護支援事業所でも“影響はない”と“マイナス”がほ

ぼ同程度となっています。 

・報酬改定による影響として、在宅サービスと施設・居住系サービスで「事務手続きが複雑になった」

が最も高く、居宅介護支援事業所では「会議や研修に費やす時間が増えた」が最も高く、次いで「事

務手続きなどが煩雑になった」と回答した事業所が多くなっています。 

・運営上の課題として、在宅サービス、施設・居住系サービスでは、人手不足や介護報酬の低さが多

くあげられており、居宅支援事業所では、介護報酬の低さに加え、制度の複雑化を課題としている

事業所が多くなっています。 

 

 

 

 



8 

 

 

２ 従業者の確保状況等について 
（１）従業者の職種別過不足状況 

従業員の職種別過不足状況について、在宅サービスでは、介護職員について、「1人不足して

いる」、「2 人不足している」、「3 人以上不足している」と、いずれか従業員が不足と回答して

いる事業所の合計割合が 34.9％であり、「適当」、「過剰」と回答した割合の合計 29.2％を超え

ています。また、施設・居住系サービスについても、介護職員で「1 人不足している」、「2 人

不足している」、「3人以上不足している」と、従業員の不足を回答した割合の合計が 72.4％と

なっています。なお、居宅介護支援事業所では、介護支援専門員について不足している合計割

合が 16.5％であり、適当と回答した事業所が 81.2％となっています。 

 

 

 

【在宅サービス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人不足している ２人不足している ３人以上不足している

適当 過剰 当該職種はいない

無回答

N = 287

　（１）  訪問介護員
　　　　（訪問介護、定期巡回・随時対応
　　　　　型訪問介護看護のみ選択）

（２）  サービス提供責任者

（３）  介護職員

（４）  看護職員

（５）  生活相談員

（６）PT・OT・ST

（７）介護支援専門員（ケアマネ）

（８）福祉用具専門相談員
　　　（福祉用具貸与、福祉用具販売のみ
　　　　選択）

4.2

4.9

18.5

13.6

4.2

4.9

2.1

2.1

3.8

9.8

2.1

0.3

6.6

6.6

0.3

0.3

0.7

7.7

28.9

28.9

40.1

26.5

22.0

15.0

7.7

0.3

0.3

0.3

0.3

0.3

0.3

37.3

36.2

17.1

19.9

37.3

40.4

48.4

51.2

40.4

29.6

18.8

23.7

31.7

31.7

34.1

38.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【施設・居住系サービス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【居宅介護支援事業所】 

 

 

 

 

 

 

 

１人不足している ２人不足している ３人以上不足している

適当 過剰 当該職種はいない

無回答

N = 105

（１）  医師

（２）  薬剤師

（３）  栄養士

（４）  調理員

（５）  事務員

（６）  介護職員

（７）  看護職員

（８）  生活相談員

（９）  支援相談員

（10）PT・OT・ST

（11）介護支援専門員（ケアマネ）

4.8

8.6

24.8

18.1

1.9

1.9

1.9

1.9

2.9

1.0

25.7

5.7

2.9

21.9

50.5

20.0

53.3

35.2

58.1

26.7

64.8

54.3

25.7

40.0

82.9

2.9

1.9

1.9

41.9

71.4

35.2

41.9

22.9

3.8

35.2

61.9

50.5

6.7

7.6

8.6

8.6

10.5

7.6

1.0

7.6

8.6

10.5

7.6

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１人不足している ２人以上不足している 適当 過剰 無回答

N =

85 15.3 1.2 81.2 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）事業所全体の従業者過不足状況 

事業所全体の従業者過不足状況では、在宅サービスでは、「やや不足」の割合が 41.1％と最

も高く、次いで「適当」の割合が 27.2％、「不足」の割合が 23.7％となっています。また、施

設・居住系サービスでは、「やや不足」の割合が 45.7％と最も高く、次いで「不足」の割合が

33.3％、「大いに不足」の割合が 11.4％となっています。 

 

【平成 28年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 25年度調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人不足している ２人以上不足している 適当 過剰 無回答

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰 無回答

N =

287 6.3 23.7 41.1 27.2 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅サービス

N =

105 11.4 33.3 45.7 9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・居住系サービス

N =

85 15.3 1.2 81.2 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護支援事業所

１人不足している ２人以上不足している 適当 過剰 無回答

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰 無回答

居宅介護支援事業所

N =

80 13.8 3.8 80.0 1.3 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅サービス

N =

296 5.4 17.6 32.4 42.6 1.40.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・居住系サービス

N =

102 10.8 24.5 31.4 32.4 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）従業者が不足している理由 

従業者が不足している理由として、在宅サービスでは、「採用が困難である」の割合が 70.1％

（平成 25 年度調査 57.9％）と最も高く、次いで「事業を拡大したいが人材が確保できない」

の割合が 32.4％（平成 25年度調査 31.7％）、「離職率が高い（定着率が低い）」の割合が 27.9％

（平成 25年度調査 36.0％）となっています。また、施設・居住系サービスでは、「採用が困難

である」の割合が 88.4％（平成 25年度調査 76.5％）と最も高く、次いで「離職率が高い（定

着率が低い）」の割合が 26.3％（平成 25 年度調査 38.2％）、「事業を拡大したいが人材が確保

できない」の割合が 17.9％（平成 25 年度調査 7.4％）となっています。居宅介護支援事業所

では、「事業を拡大したいが人材が確保できない」の割合が 50.0％（平成 25年度調査 57.1％）

と最も高く、次いで「採用が困難である」の割合が 28.6％（平成 25年度調査 35.7％）となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 204

離職率が高い（定着率が低い）

採用が困難である

事業を拡大したいが人材が確

保できない

その他

無回答

27.9

70.1

32.4

8.8

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

N = 95

離職率が高い（定着率が低い）

採用が困難である

事業を拡大したいが人材が確
保できない

その他

無回答

26.3

88.4

17.9

10.5

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

N = 14

離職率が高い（定着率が低い）

採用が困難である

事業を拡大したいが人材が確
保できない

その他

無回答

0.0

28.6

50.0

35.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

在
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
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（４）従業者の定着状況 

従業者の定着状況について、在宅サービスでは、「定着率は低くない」の割合が 64.1％と最

も高く、次いで「定着率が低く困っている」の割合が 24.7％となっています。また、施設・居

住系サービスでは、「定着率は低くない」の割合が 63.8％と最も高く、次いで「定着率が低く

困っている」の割合が 31.4％となっています。さらに、居宅介護支援事業所では、「定着率は

低くない」の割合が 91.8％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定着率が低く困っている 定着率は低いが困っていない

定着率は低くない 無回答

N =

287 24.7 4.2 64.1 7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

105 31.4 1.9 63.8 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

85
3.5

3.5 91.8 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅サービス

施設・居住系サービス

居宅介護支援事業所
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（５）定着状況が低い原因 

定着状況が低い原因として、在宅サービスでは、「仕事がきつい（身体的・精神的）」の割合

が 49.4％と最も高く、次いで「賃金が低い」の割合が 47.0％、「社会的評価が低い」の割合が

30.1％となっています。また、施設・居住系サービスでは、「仕事がきつい（身体的・精神的）」

の割合が 68.6％と最も高く、次いで「賃金が低い」、「社会的評価が低い」の割合が 65.7％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 83

労働時間が長い

夜勤が多い

休みが取りにくい

雇用が不安定

キャリアアップの機会が不十分

賃金が低い

仕事がきつい（身体的・精神的）

社会的評価が低い

その他

わからない

無回答

7.2

2.4

19.3

18.1

10.8

47.0

49.4

30.1

24.1

2.4

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

N = 35

労働時間が長い

夜勤が多い

休みが取りにくい

雇用が不安定

キャリアアップの機会が不十分

賃金が低い

仕事がきつい（身体的・精神的）

社会的評価が低い

その他

わからない

無回答

0.0

17.1

14.3

5.7

20.0

65.7

68.6

65.7

5.7

2.9

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

在
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス
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（６）雇用、勤務面での課題 

雇用、勤務面での課題について、在宅サービスでは、「若い職員が不足している」の割合が

47.0％（今回新規設問）と最も高く、次いで「経験豊富な人材が少ない」の割合が 39.0％（平

成 25年度調査 36.8％）、「十分な報酬が支払えない」の割合が 31.0％（平成 25年度調査 33.1％）

となっています。また、施設・居住系サービスでは、「若い職員が不足している」の割合が 61.0％

（今回新規設問）と最も高く、次いで「十分な報酬が支払えない」の割合が 58.1％（平成 25

年度調査 52.0％）、「経験豊富な人材が少ない」の割合が 56.2％（平成 25年度調査 60.8％）と

なっています。居宅介護支援事業所では、「十分な報酬が支払えない」の割合が 35.3％（平成

25 年度調査 32.5％）と最も高く、次いで「経験豊富な人材が少ない」の割合が 29.4％（平成

25年度調査 22.5％）、「超過勤務が多い」の割合が 21.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

N = 287

十分な報酬が支払えない

経験豊富な人材が少ない

職員の精神的ケアが不足して
いる

専門職の兼務が多い

臨時職員、パート職員が多い

職員の健康面のケアが不足し
ている

女性職員が不足している

男性職員が不足している

若い職員が不足している

超過勤務が多い

夜勤が多い

休日出勤が多い

その他

特になし

無回答

31.0

39.0

13.9

15.0

15.0

4.2

7.0

17.1

47.0

6.3

3.1

4.9

4.2

7.7

3.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80
N = 105

十分な報酬が支払えない

経験豊富な人材が少ない

職員の精神的ケアが不足して
いる

専門職の兼務が多い

臨時職員、パート職員が多い

職員の健康面のケアが不足し
ている

女性職員が不足している

男性職員が不足している

若い職員が不足している

超過勤務が多い

夜勤が多い

休日出勤が多い

その他

特になし

無回答

58.1

56.2

39.0

16.2

17.1

15.2

10.5

16.2

61.0

4.8

20.0

4.8

3.8

1.9

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

N = 85

十分な報酬が支払えない

経験豊富な人材が少ない

職員の精神的ケアが不足して
いる

臨時職員、パート職員が多い

職員の健康面のケアが不足し
ている

女性職員が不足している

男性職員が不足している

若い職員が不足している

超過勤務が多い

休日出勤が多い

その他

特になし

無回答

35.3

29.4

18.8

4.7

3.5

2.4

7.1

10.6

21.2

4.7

5.9

24.7

3.5

0 10 20 30 40 50

在
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
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（７）早期離職防止、定着促進の方策 

早期離職防止、定着促進の方策について、在宅サービスでは、「労働時間（時間帯・総労働

時間）の希望を聞いている」、「職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている（定

期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）」の割合が 59.9％と最も高く、次いで、「賃

金・労働時間等の労働条件（休暇をとりやすくすることも含める）を改善している」の割合が

59.2％となっています。施設・居住系サービスでは、「労働時間（時間帯・総労働時間）の希

望を聞いている」の割合が 71.4％と最も高く、次いで、「賃金・労働時間等の労働条件（休暇

をとりやすくすることも含める）を改善している」の割合が 70.5％であり、「非正規職員から

正規職員への転換の機会を設けている」が 65.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 105

賃金・労働時間等の労働条件（休暇を
とりやすくすることも含める）を改善して
いる

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇

に反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明

示している

キャリアに応じた給与体系を整備して
いる

非正規職員から正規職員への転換の

機会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置い
ている

能力開発を充実させている（社内研修
実施、社外講習等の受講・支援等）

管理者・リーダー層の部下育成や動機
付け能力  向上に向けた教育研修に力

を入れている

労働時間（時間帯・総労働時間）の希
望を聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場
の移動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設

けている（メンタルヘルス対策を含む）

健康対策や健康管理に力を入れてい
る

職場内の仕事上のコミュニケーション
の円滑化を図っている（定期的なミー

ティング、意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会を設けている

業務改善や効率化等による働きやすい
職場作りに力を入れている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を
深めている（カラオケ、ボーリングなど

の同好会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている（休憩室、談話
室、出社時に座れる席の確保等）

子育て支援を行っている（子供預かり
所を設ける。保育費用支援等）

特に方策はとっていない

無回答

70.5

50.5

14.3

57.1

65.7

30.5

48.6

28.6

71.4

46.7

38.1

21.9

52.4

44.8

45.7

21.9

33.3

23.8

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
N = 287

賃金・労働時間等の労働条件（休暇をとり
やすくすることも含める）を改善している

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に

反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明示し
ている

キャリアに応じた給与体系を整備している

非正規職員から正規職員への転換の機
会を設けている

新人の指導担当・アドバイザーを置いてい
る

能力開発を充実させている（社内研修実

施、社外講習等の受講・支援等）

管理者・リーダー層の部下育成や動機付
け能力向上に向けた教育研修に力を入れ

ている

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を

聞いている

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の移
動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を設け

ている（メンタルヘルス対策を含む）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円
滑化を図っている（定期的なミーティング、

意見交換会、チームケア等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア
方針を共有する機会を設けている

業務改善や効率化等による働きやすい職
場  作りに力を入れている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深

めている（カラオケ、ボーリングなどの同好
会、親睦会等の実施を含む）

職場環境を整えている（休憩室、談話室、
出社時に座れる席の確保等）

子育て支援を行っている（子供預かり所を

設ける。保育費用支援等）

特に方策はとっていない

無回答

59.2

48.1

16.0

33.1

47.4

18.1

33.4

20.9

59.9

36.6

31.0

22.3

59.9

39.7

44.6

22.6

31.7

16.4

5.2

4.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

在
宅
サ
ー
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ス
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・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス
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（８）早期離職防止、定着促進について最も効果があった方策 

早期離職防止、定着促進の方策について、最も効果があった方策として、正規職員では、「賃

金・労働時間等の労働条件（休暇をとりやすくすることも含める）を改善している」の割合が

（在宅サービス 24.0％、施設・居住系サービス 33.3％）と最も高くなっており、非正規職員

では、「労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている」の割合が（在宅サービス 30.3％、

施設・居住系 38.1％）と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 順位 正規職員 ％ 非正規職員 ％ 

在宅サービス 

１位 
賃金・労働時間等の労働条件（休

暇をとりやすくすることも含め

る）を改善している 

24.0 
労働時間（時間帯・総労働時間）

の希望を聞いている 
30.3 

２位 

職場内の仕事上のコミュニケー

ションの円滑化を図っている

（定期的なミーティング、意見

交換会、チームケア等） 

14.3 
賃金・労働時間等の労働条件（休

暇をとりやすくすることも含め

る）を改善している 
15.3 

３位 
能力や仕事ぶりを評価し、配置

や処遇に反映している 
8.0 

非正規職員から正規職員への転

換の機会を設けている 
7.7 

施設・居住系サー

ビス 

１位 
賃金・労働時間等の労働条件（休

暇をとりやすくすることも含め

る）を改善している 

33.3 
労働時間（時間帯・総労働時間）

の希望を聞いている 
38.1 

２位 

職場内の仕事上のコミュニケー

ションの円滑化を図っている

（定期的なミーティング、意見

交換会、チームケア等） 

14.3 
賃金・労働時間等の労働条件（休

暇をとりやすくすることも含め

る）を改善している 

17.1 

３位 
キャリアに応じた給与体系を整

備している 
9.5 

非正規職員から正規職員への転

換の機会を設けている 
14.3 

 

N = 287

賃金・労働時間等の労働条件（休暇をとりや
すくすることも含める）を改善している

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑
化を図っている（定期的なミーティング、意見

交換会、チームケア等）

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反
映している

キャリアに応じた給与体系を整備している

業務改善や効率化等による働きやすい職場

作りに力を入れている

24.0

14.3

8.0

5.6

4.9

0 5 10 15 20 25 30

在
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス

【正規職員】 【非正規職員】 
N = 287

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞
いている

賃金・労働時間等の労働条件（休暇をとりや
すくすることも含める）を改善している

非正規職員から正規職員への転換の機会を
設けている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑

化を図っている（定期的なミーティング、意見
交換会、チームケア等）

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反

映している

30.3

15.3

7.7

6.6

3.1

0 10 20 30 40 50

N = 105

賃金・労働時間等の労働条件（休暇をとりや
すくすることも含める）を改善している

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑
化を図っている（定期的なミーティング、意見

交換会、チームケア等）

キャリアに応じた給与体系を整備している

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞
いている

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反

映している

33.3

14.3

9.5

6.7

5.7

0 10 20 30 40 50
N = 105

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞
いている

賃金・労働時間等の労働条件（休暇をとりや
すくすることも含める）を改善している

非正規職員から正規職員への転換の機会を
設けている

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けて
いる（メンタルヘルス対策を含む）

子育て支援を行っている（子供預かり所を設

ける。保育費用支援等）

38.1

17.1

14.3

5.7

2.9

0 10 20 30 40 50

【正規職員】 【非正規職員】 
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Ʀ ǒȐ ǏǭǖȒ ǵȅǯȈ ♫ ǵ ͪ  

・職種別の従業員の過不足状況は、在宅サービス、施設・居住系サービスともに介護職員が不足し

ているとの回答が多く、特に施設・居住系サービスでは 7割以上の事業所で、介護職員が不足

していると回答しており、介護職員の確保や配置に苦慮していることがうかがえます。 

・施設全体での従業員の過不足状況では、在宅サービスでは従業員が“不足している”と回答した割

合の合計が 7割超（今回 71.1％、平成 25年度調査 55.4％）、施設・居住系サービスでは約 9割（今

回 90.4％、平成 25 年度調査 66.7％）となっており、施設･居住系サービスでは、介護職員以外の

職種についても“不足している”と回答しており、全体で不足と回答した割合が高くなっています。

従業員の不足は在宅サービス、施設系サービスともに平成 25年度調査よりも増加しています。 

・従業員が不足している理由では、在宅サービス、施設・居住系サービスで「採用が困難である」の

割合が最も高く、（在宅サービス 70.1％、施設・居住系サービス 88.4％）次に高い「離職率が高い」

の割合（在宅サービス 27.9％、施設・居住系サービス 26.3％）から大幅に高くなっています。居

宅支援事業所では「事業を拡大したいが人材が確保出来ない」が最も高く、サービス全体では、採

用や人材確保が困難で「従業員が不足している」と回答している事業所が多くなっています。 

・従業員の定着状況では、在宅サービス、施設・居住系サービス、居宅介護支援事業所で「定着

率は低くない」が最も高く、（在宅サービス 64.1％、施設・居住系サービス 63.8％、居宅介護支

援事業所 91.8％）一方で、在宅サービス、施設・居住系サービスの約 3割（在宅サービス 28.9％、

施設・居住系サービス 33.3％）で定着率が低い現状となっています。 

・定着率が低い原因として、在宅サービス、施設・居住系サービスで「仕事がきつい」が最も高く、

（在宅サービス 49.4％、施設・居住系サービス 68.6％）次いで「賃金が低い」（在宅サービス 47.0％、

施設・居住系サービス 65.7％）となっており、施設・居住系サービスでは「社会的評価が低い」の

割合も 65.7％と高くなっています。 

・雇用、勤務面の課題では、在宅サービス、施設・居住系サービスともに「若い職員が不足している」

との回答が最も高く、（在宅サービス 47.0％、施設・居住系サービス 61.0％）施設・居住系サービ

スと居宅介護支援事業所では「十分な報酬が支払えない」の割合（施設・居住系サービス 58.1％、

居宅介護支援事業所 35.3％）も高くなっており、報酬の低さと若い職員の雇用の確保が困難なこと

が課題となっています。 

・早期離職防止、定着促進の方針として、在宅サービスと施設系サービスの双方で、「労働時間

（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている」の割合（在宅サービス 59.9％、施設・居住系サ

ービス 71.4％）が最も高く、在宅サービスでは「職場内でのコミュニケーションの円滑化」も同じ

く 59.9％となっています。その他では、在宅サービス、施設・居住系サービスともに「賃金・労働

条件を改善している」の割合も高く、従業員確保の方法として、多くの事業所で勤務時間や賃金な

ど、労働条件の改善の取り組みを行っていることがうかがえます。 

・早期離職防止、定着促進の方針として最も効果があった方策は、正規職員では、在宅サービス

と施設・居住系サービスの双方で「賃金・労働時間等の労働条件の改善」が最も高く、（在宅

サービス 24.0％、施設・居住系サービス 33.3％）次に高い「職場内でのコミュニケーションの円

滑化」の割合（在宅サービス 14.3％、施設・居住系サービス 14.3％）より比較的高くなっていま

す。非正規職員では在宅サービスと施設・居住系サービスの双方で「労働時間の希望を聞いて
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いる」が最も高く、（在宅サービス 30.3％、施設・居住系サービス 38.1％）次に高い「賃金・労

働時間等の労働条件の改善」の割合（在宅サービス 15.3％、施設・居住系サービス 17.1％）より

比較的高くなっており、正規職員と非正規職員では賃金などの雇用条件の対策で差が見られ、労働

時間の柔軟な対応や、職場内での意思疎通の円滑化などについては、両者とも一定の効果があ

ったことが分かります。 
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３ 地域との連携を図るための取組について 
（１）地域との連携のため取組んでいるもの 

地域との連携のため取組んでいるものとして、在宅サービスでは、「利用者以外の地域住民

からの介護や福祉に関する相談対応」の割合が 48.1％（平成 25年度調査 44.3％）と最も高く、

次いで「ボランティアの受入れ」（平成 25年度調査 41.2％）、「学生の職場体験等の受入れ」（平

成 25 年度調査 38.5％）の割合が 44.3％となっています。施設系サービスでは、「学生の職場

体験等の受入れ」の割合が 72.4％（平成 25年度調査 66.7％）と最も高く、次いで「ボランテ

ィアの受入れ」の割合が 71.4％（平成 25年度調査 77.5％）、「事業所の行事への近隣住民の参

加」の割合が 64.8％（平成 25 年度調査 65.7％）となっています。居宅介護支援事業所では、

「利用者以外の地域住民からの介護や福祉に関する相談対応」の割合が 58.8％（平成 25 年度

調査 58.8％）と最も高く、次いで「地域行事等への職員の参加」（平成 25 年度調査 35.0％）、

「事業所の広報紙等の作成・配布」（平成 25 年度調査 33.8％）の割合が 28.2％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 85

自治会等への加入

地域行事等への職員の参加

事業所の広報紙等の作成・配
布

利用者以外の地域住民からの
介護や福祉に関する相談対応

介護教室等の開催

その他

特になし

無回答

27.1

28.2

28.2

58.8

18.8

2.4

3.5

25.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

N = 287

自治会等への加入

地域行事等への職員の参加

地域行事等への利用者の参加

事業所の行事への近隣住民の
参加

ボランティアの受入れ

学生の職場体験等の受入れ

事業所の広報紙等の作成・配
布

利用者以外の地域住民からの
介護や福祉に関する相談対応

介護教室等の開催

イベントや会議等への施設ス
ペースの提供

その他

特になし

無回答

38.0

40.8

24.0

35.5

44.3

44.3

38.7

48.1

20.2

23.0

3.1

2.4

11.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80
N = 105

自治会等への加入

地域行事等への職員の参加

地域行事等への利用者の参加

事業所の行事への近隣住民の
参加

ボランティアの受入れ

学生の職場体験等の受入れ

事業所の広報紙等の作成・配
布

利用者以外の地域住民からの
介護や福祉に関する相談対応

介護教室等の開催

イベントや会議等への施設ス
ペースの提供

その他

特になし

無回答

42.9

59.0

44.8

64.8

71.4

72.4

58.1

53.3

17.1

28.6
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Ʀ ǒȐ ǏǭǖȒ ǵȅǯȈ ᷂Ḣǯǵ șᶫȒǦȈǵ֝  

・地域との連携を図るために取り組んでいるものとしては、在宅サービス、施設・居住系サービス、

居宅介護支援事業所の各調査について、前回調査の平成 25 年度調査と同様の割合が高くなってお

り、在宅サービスでは、「利用者以外の地域住民からの介護や福祉に関する相談対応」の割合が最

も高く、次いで「ボランティアの受入れ」、「学生の職場体験等の受入れ」となっています。施設・

居住系サービスでは、「学生の職場体験等の受入れ」の割合が最も高く、次いで「ボランティアの

受入れ」「事業所の行事への近隣住民の参加」となっています。居宅介護支援事業所では、「利用者

以外の地域住民からの介護や福祉に関する相談対応」の割合が最も高くなっています。在宅サービ

ス、施設・居住系サービスでは学生の職場体験等の受入れをしている事業所が増えているとともに、

「在宅サービス」、「施設・居住系サービス」、「居宅介護支援事業所」の在宅や施設といった事業所

が持つ特徴が現れていることが分かります。 
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４ 入所者及び入所申込者の状況について 
（１）入所者及び入居申込者の状況 

施設入所者（平成 28年 12月末現在）については、認知症対応型共同生活介護で入所者数が

571 人と最も多く、次いで介護老人保健施設の 382 人、次には介護老人福祉施設の 309 人とな

っています。施設入所者（平成 25年 12月末現在）では、認知症対応型共同生活介護で入所者

数が 701人と最も多く、次いで介護老人福祉施設の 443人、次には介護老人保健施設の 472人

となっています。 

入所数上位 3位の施設入所申込者の状況は、認知症対応型共同生活介護で 183人、介護老人

保健施設で 30人、介護老人福祉施設で 140人となっています。 

施設入所申込者（平成 28年 12月末現在）の中では、地域密着型介護老人福祉施設で本市の

被保険者が 306人と最も多く、次いで認知症対応型共同生活介護の 177人、次には介護老人福

祉施設の 115人となっています。なお、前回の施設入所申込者（平成 25年 12月末現在）では、

介護老人福祉施設が 525人と最も多く、次いで地域密着型介護老人福祉施設の 498人、次には

認知症対応型共同生活介護の 257人となっています。 
 
 

【施設入所者（平成 28年 12月末現在）】 

 

久留米市の被保険者 久留米市以外の被保険者 合計 

回答 
施設 
(件) 
 

[a] 

入所 
者数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
者数 
(人) 
[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 

[a] 

入所 
者数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
者数 
(人) 
[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 

[a] 

入所 
者数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
者数 
(人) 
[b/a] 

特定施設入所者生活介護 8 243 30.4 7 52 7.4 15 295 19.7 

認知症対応型共同生活介護 35 564 16.1 28 7 0.3 63 571 9.1 

介護老人福祉施設 5 277 55.4 5 32 6.4 10 309 30.9 

介護老人保健施設 5 308 61.6 5 74 14.8 10 382 38.2 

介護療養型医療施設 3 87 29.0 2 26 13.0 5 113 22.6 

地域密着型介護老人福祉施設 11 256 23.3 10 29 2.9 21 285 13.6 

小計 67 1,735 25.9 57 220 3.9 124 1,955 15.8 
 
 

【施設入所者（平成 25年 12月末現在）】 

 

久留米市の被保険者 久留米市以外の被保険者 合計 

回答 
施設 
(件) 
 

[a] 

入所 
者数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
者数 
(人) 
[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 

[a] 

入所 
者数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
者数 
(人) 
[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 

[a] 

入所 
者数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
者数 
(人) 
[b/a] 

特定施設入所者生活介護 9 262 29.1 9 87 9.7 18 349 19.4 

認知症対応型共同生活介護 41 685 16.7 41 16 0.4 82 701 8.5 

介護老人福祉施設 7 397 56.7 7 46 6.6 14 443 31.6 

介護老人保健施設 6 390 65.0 6 82 13.7 12 472 39.3 

介護療養型医療施設 4 147 36.8 4 31 7.8 8 178 22.3 

地域密着型介護老人福祉施設 4 147 25.4 7 0 0.0 11 147 13.4 

小計 74 2,059 27.8 74 262 3.5 148 2,321 15.7 
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【施設入所申込者（平成 28年 12月末現在）】 

 

久留米市の被保険者 久留米市以外の被保険者 合計 

回答 
施設 
(件) 
 
 
 

[a] 

入所 
者申
込者
数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
申込
者数 
(人) 
 

[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 
 
 

[a] 

入所 
申込
者数 
(人) 
 
 

[b] 

平均 
入所 
申込
者数 
(人) 
 

[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 
 
 

[a] 

入所 
申込
者数 
(人) 
 
 

[b] 

平均 
入所 
申込
者数 
(人) 
 

[b/a] 

特定施設入所者生活介護 8 51 6.4 7 7 1.0 15 58 3.9 

認知症対応型共同生活介護 30 177 5.9 22 6 0.3 52 183 3.5 

介護老人福祉施設 5 115 23.0 5 25 5.0 10 140 14.0 

介護老人保健施設 5 24 4.8 4 6 1.5 9 30 3.3 

介護療養型医療施設 2 1 0.5 2 0 0.0 4 1 0.3 

地域密着型介護老人福祉施設 11 306 27.8 10 30 3.0 21 336 16.0 

小計 61 674 11.0 50 74 1.5 111 748 6.7 

 

 

【施設入所申込者（平成 25年 12月末現在）】 

 

久留米市の被保険者 久留米市以外の被保険者 合計 

回答 
施設 
(件) 
 
 
 

[a] 

入所 
者申
込者
数 
(人) 
 

[b] 

平均 
入所 
申込
者数 
(人) 
 

[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 
 
 

[a] 

入所 
申込
者数 
(人) 
 
 

[b] 

平均 
入所 
申込
者数 
(人) 
 

[b/a] 

回答 
施設 
(件) 
 
 
 

[a] 

入所 
申込
者数 
(人) 
 
 

[b] 

平均 
入所 
申込
者数 
(人) 
 

[b/a] 

特定施設入所者生活介護 9 28 3.1 9 6 0.7 18 34 1.9 

認知症対応型共同生活介護 41 257 6.3 41 2 0.0 82 259 3.2 

介護老人福祉施設 7 525 75.0 7 121 17.3 14 646 46.1 

介護老人保健施設 6 39 6.5 6 7 1.2 12 46 3.8 

介護療養型医療施設 4 6 1.5 4 1 0.3 8 7 0.9 

地域密着型介護老人福祉施設 7 498 71.1 7 3 0.4 14 501 35.8 

小計 74 1,353 18.3 74 140 1.9 148 1,493 10.1 

 

 

 

Ʀ ǒȐ ǏǭǖȒ ǵȅǯȈ Њ ֗ǺЊ ǵ  

・入所状況としては、認知症対応型共同生活介護で入所者数が 571人と最も多くなっています。入所

申込者では、地域密着型介護老人福祉施設が最も多く 336人、次いで認知症対応型共同生活介護の

183人となっており、依然として介護老人福祉施設へのニーズが高いことがうかがえます。
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５ 非常災害対策及び利用者の安全の確保について 
（１）非常災害対策として行っているもの 

非常災害対策として行っているものとして、在宅サービスでは、「災害時対応マニュアル（非

常災害対策計画）の作成・職員への周知」の割合が 76.0％と最も高く、次いで「防火管理者の

設置」の割合が 69.3％、「消防計画の策定」の割合が 59.2％となっています。また、施設・居

住系サービスでは、「スプリンクラーの設置」の割合が 94.3％と最も高く、次いで「防火管理

者の設置」の割合が 93.3％、「消防署立会いによる避難訓練の実施」の割合が 91.4％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

N = 287

防火管理者の設置

消防計画の策定

災害時対応マニュアル（非常災
害対策計画）の作成・職員への
周知

消防等関係機関との通報・連携
体制の構築

消防署立会いによる避難訓練
の実施

事業所のみの避難訓練の実施

スプリンクラーの設置

地域の自主防災訓練等への参
加

地域からの協力体制の構築

その他

特になし

無回答

69.3

59.2

76.0

50.2

55.1

48.1

41.1

9.4

12.9

2.4

5.9

2.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

N = 105

防火管理者の設置

消防計画の策定

災害時対応マニュアル（非常災
害対策計画）の作成・職員への
周知

消防等関係機関との通報・連携
体制の構築

消防署立会いによる避難訓練
の実施

事業所のみの避難訓練の実施

スプリンクラーの設置

地域の自主防災訓練等への参
加

地域からの協力体制の構築

その他

特になし

無回答

93.3

90.5

90.5

85.7

91.4

59.0

94.3

12.4

31.4

1.0

0.0

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

在
宅
サ
ー
ビ
ス

施
設
・
居
住
系
サ
ー

ビ
ス
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（２）防犯対策として行っているもの 

防犯対策として行っているものとして、在宅サービスでは、「警報装置、防犯カメラ、防犯

ブザー等の設置」の割合が 41.1％と最も高く、次いで「民間警備会社等の活用」の割合が 33.8％、

「防犯に係る安全対策に関するマニュアル等の策定」の割合が 25.4％となっています。また、

施設・居住系サービスでは、「警報装置、防犯カメラ、防犯ブザー等の設置」の割合が 43.8％

と最も高く、次いで「民間警備会社等の活用」の割合が 22.9％、「防犯に係る安全確保に関す

る責任者の指定」の割合が 21.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 287

防犯に係る安全確保に関する
責任者の指定

防犯に係る安全対策に関する
マニュアル等の策定

職員に対する防犯講習・訓練、
危機管理研修等の実施

警察等関係機関との通報・連携
体制の構築

民間警備会社等の活用

警報装置、防犯カメラ、防犯ブ
ザー等の設置

不審者情報等の収集、利用者
への情報提供

その他

特になし

無回答

18.8

25.4

17.4

11.1

33.8

41.1

17.1

3.8

23.0

2.8

0 10 20 30 40 50

N = 105

防犯に係る安全確保に関する
責任者の指定

防犯に係る安全対策に関する
マニュアル等の策定

職員に対する防犯講習・訓練、
危機管理研修等の実施

警察等関係機関との通報・連携
体制の構築

民間警備会社等の活用

警報装置、防犯カメラ、防犯ブ
ザー等の設置

不審者情報等の収集、利用者
への情報提供

その他

特になし

無回答

21.0

18.1

17.1

18.1

22.9

43.8

11.4

1.9

16.2

5.7
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Ʀ ǒȐ ǏǭǖȒ ǵȅǯȈ ₡ ὡᾍ ֗Ǻѫ ǵὄЋǵ ͪ  

・非常災害対策（防火安全対策を含む）として行っているものとして、在宅サービスについては「災

害時対応マニュアル（非常災害対策計画）の作成・職員への周知」「防火管理者の設置」「消防計画

の策定」の順で割合が高く、施設・居住系サービスでは、「スプリンクラーの設置」の割合が最も

高く、次いで「防火管理者設置」から「消防署立会いによる避難訓練の実施」の順番になっていま

す。 

・防犯対策として行っているものとして、在宅サービスについては「警報装置、防犯カメラ、防犯ブ

ザー等の設置」「民間警備会社等の活用」の割合が高く、施設・居住系サービスでは、「警報装置、

防犯カメラ、防犯ブザー等の設置」の割合が最も高く、次いで「民間警備会社等の活用」から「防

犯に係る安全確保に関する責任者の指定」の順番となっています。 
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ʿ ⁸˺ ȳɶɑȷ˗  Ḹף  
 

₳ ₴  
 

ʿ ⁸β∆ ˺ ͪ  

 

ǂ830 - 8520  

῎ ʿ ⁸Ḝӳ ᷂  

 0942 - 30 - 9036   

 0942 - 36 - 6845  


